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１．令和 6 年度介護報酬改定の施行時期について 
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【留意点】 

感染症若しくは災害のいず

れか又は両方の業務継続計

画の策定を行っている場合

は、令和7年4月1日から適

用。 

但し、訪問系サービス、福

祉用具貸与、居宅介護支援

は、前提条件なしに令和7

年4月1日から摘用。 

２．業務継続計画未実施減算の新設について 
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【留意点】 

福祉用具貸与は、令和9年4

月1から摘用。 

３．高齢者虐待防止措置未実施減算の新設について 
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【留意点】 

居宅療養管理指導は、 

令和9年4月1から摘用。 

４．居宅療養管理指導における経過措置期間の延長について 
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５．身体拘束廃止未実施減算の新設について 
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【留意点】 

身体的拘束廃止未実施減

算は、令和7年4月1日か

ら適用。 
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【留意点】 

介護予防支援費

（Ⅱ）は、指定居宅

介護支援事業者の

みが算定する。 

居宅介護支援費と

同様に、特別地域加

算、中山間地域等に

おける小規模事業

所加算、中山間地域

等に居住する者へ

のサービス提供加

算が算定可能。 

６．介護予防支援費の見直しについて 
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７．居宅介護支援費の見直しについて 
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【留意点】 

居宅介護支援費（Ⅱ）

は、ケアプランデータ

連携システムを活用

し、かつ、事務職員を

配置している場合に算

定可能。 
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８．ケアプランデータ連携システムについて 

令和５年 4月より、国民健康保険中央会によりケアプランデータ連携システムの運用が開始されました。 

  本システムを利用することで、居宅介護支援事業所や居宅サービス事業所が、居宅サービス計画書等をやり取りする負担が大幅に削減され 

 るため、本システムは介護現場における生産性向上に資する強力なツールとなることから、事業者の皆様におかれましては、今後の利用につい

てご検討をお願いいたします。（参考：令和 5年 3月 31 日付介護保険最新情報Ｖｏｌ．1139） 

 

  また、ケアプランデータ連携システム導入後の費用対効果を簡単に診断できる「かんたんシミュレーションツール」がケアプランデータ連携

システムヘルプデスクサポートサイトに公開されておりますので、ご確認いただきシミュレーションを実施いただければと思います。 

（参考：令和6年1月30日付介護保険最新情報Ｖｏｌ．1204） 
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・ケアプランデータ連携システムサポートサイト 

（https://www.careplan-renkei-support.jp/） 

 

 ・ケアプランデータ連携システムサポートサイト問い合わせフォーム 

（https://www.careplan-renkei-support.jp/contact/index.html） 

 

・電話番号：0120-584-708  受付時間：09:00～17：00（土日祝日は除く） 
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【留意点】 

現行の３加算（介護職員

処遇改善加算、介護職員

等特定処遇改善加算、介

護職員等ベースアップ等

支援加算）は、令和6年5

月31日まで算定可能。 

 

激変緩和措置として、介

護職員等処遇改善加算

（Ⅴ）は令和７年３月３

１日まで算定可能。 

 

介護職員等処遇改善加算

は、支給限度管理の対象

外。 

９．処遇改善加算等の一本化について 
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＜サービス種類コード一覧＞ 

 

 

 

  

【留意事項】 

＜介護給付＞ 

〇コード「23」 

短期入所療養介護（病院等） 

 

〇コード「53」 

廃止 

 

＜予防給付＞ 

〇コード「26」 

介護予防短期入所療養介護（病院等） 

10．サービス種類コードの変更ついて 
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介護療養型医療施設が令和６年３月 31 日に廃止になることに伴い、令和６年４月 1日より以下の様式が変更（廃止）となります。 

 

 

  

様式 様　式　名　称 変更箇所

様式第二

居宅サービス・地域密着型サービス介護給付費明細書
（訪問介護・訪問入浴介護・訪問看護・訪問リハ・居宅療養管理指導・通所介護・通所リハ・福祉用具貸与・定期巡回・随時対応型訪問介護看護・夜間対
応型訪問介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護・小規模多機能型居宅介護(短期利用以外/短期利用）・複合型サービス(看護小規模多機
能型居宅介護（短期利用以外/短期利用））

中止理由欄の「8.介護療養型医療施設入院」が削除

様式第二の二
介護予防サービス・地域密着型介護予防サービス介護給付費明細書
（介護予防訪問入浴介護・介護予防訪問看護・介護予防訪問リハ・介護予防居宅療養管理指導・介護予防通所リハ・介護予防福祉用具貸与・介護予防
認知症対応型通所介護・介護予防小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）・介護予防小規模多機能型居宅介護（短期利用））

中止理由欄の「8.介護療養型医療施設入院」が削除

様式第六
地域密着型サービス介護給付費明細書
(認知症対応型共同生活介護(短期利用以外）

退去後の状況欄の「8.介護療養型医療施設入院」が削除

様式第六の二
地域密着介護予防サービス介護給付費明細書
（介護予防認知症対応型共同生活介護(短期利用以外））

退去後の状況欄の「8.介護療養型医療施設入院」が削除

様式第六の三
居宅サービス介護給付費明細書
(特定施設入居者生活介護（短期利用以外）・地域密着型特定施設入居者介護(短期利用以外））

退去後の状況欄の「8.介護療養型医療施設入院」が削除

様式第六の四
介護予防サービス介護給付費明細書
（介護予防特定施設入居者生活介護）

退去後の状況欄の「8.介護療養型医療施設入院」が削除

様式第八
施設サービス等・地域密着型介護給付費明細書
（介護福祉施設サービス・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護）

退所後の状況欄の「8.介護療養型医療施設入院」が削除

様式第九
施設サービス等介護給付費明細書
（介護保健施設サービス）

退所後の状況欄の「8.介護療養型医療施設入院」が削除

様式第九の二
施設サービス等介護給付費明細書
(介護医療院サービス)

退所後の状況欄の「8.介護療養型医療施設入院」が削除

様式第十
施設サービス等介護給付費明細書
（介護療養施設サービス）

廃止

11．介護給付費明細書の様式変更について 
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【背景】 

厚生労働省認知症施策・地域介護推進課で、地域包括支援センターの事務負担軽減を目的に全国標準の仕組みとして「国保連合会に地域包括支

援センターが請求する介護報酬（予防支援費）から委託先の居宅介護支援事業者に委託費を支払うスキーム（代理受領）」をシステム化することが検討

され、国保中央会にてシステム開発を行うこととされました。 

  今般、当該システムのリリースが令和 6年 4月に行われ、国保連合会にて予防ケアプラン原案作成委託料を直接居宅介護支援事業者に支払

うことが可能※となることから、以下のとおり記載要領が変更となります。 

  ※地域包括支援センターを設置している市町村から長野県国保連合会へ原案作成支払事務の委託があった場合に限る 

  ※令和 6年度は長野県国保連合会では、予防ケアプラン原案作成委託料の支払い事務を行いません。 

 

 【記載要領の変更】 

（介護予防・日常生活支援総合事業費明細書（様式第七の三）） 

地域包括支援センターは、給付管理票及び請求明細書（介護予防支援費または総合事業ケアマネジメント費）を国保連合会へ提出するが、給付管理票

の提出を必要としない介護予防ケアマネジメント費の委託料について、委託先の居宅介護支援事業所が把握できない。 

そのため、介護予防ケアマネジメント費の請求の際に、「委託先の居宅介護支援事業所番号」を記入して請求するよう、介護予防・日常生活

支援総合事業費明細書の様式第七の三の記載要領が変更されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12．記載要領の変更について 
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＜記載例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業費明細欄の 1 行目の摘要にケアプラ

ン原案作成の委託先である居宅介護支援

事業所の番号 10 桁を入力する。 

住所地特例の場合は、事業費明細欄（住所

地特例対象者欄）の 1 行目の摘要に入力す

る。 
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13. 国民健康保険中央会介護伝送ソフトのバージョンアップについて 

  

令和３年４月にリリースされた Ver.9 の使用期限は、令和６年３月サービス分まで（令和６年４月 30 日まで）となります。 

令和６年度の制度改正（報酬改定）に伴うバージョンアップにつきましては、国民健康保険中央会のホームページに下記のとおり案内が掲載されてお

ります。 

 

 

【国民健康保険中央会中央会ホームページより】 

＜介護伝送ソフト Ver.10 （簡易入力ソフト Ver.10.0.0、伝送通信ソフト Ver.10.0.0）販売予定にかかるお知らせ＞ 

介護伝送ソフト Ver.9 の使用期限が令和６年４月 30 日であることから、令和 6年介護報酬改定対応版として介護伝送ソフト Ver.10 を令和

6年 4月中に販売予定です。 

購入の申込みは令和 6 年 3 月中の開始を予定しております。詳細等につきましては近日中に本 HP にて掲載いたしますので今しばらくお待

ちください。 

なお、現在ご利用いただいている介護伝送ソフト Ver.9 は令和 6年 4月請求分（令和 6年 3月サービス提供分）までご利用いただけます。 

また、お問い合わせにつきましては下記「介護伝送ソフト受付センター」へお問い合わせいただきますようお願いいたします。 

 

【介護伝送ソフト受付センター】 

  E-MAIL：mail-kds@support-e-seikyuu.jp 

  FAX：０５７０－０５９－４５５ 

  TEL：０５７０－０５９－４０５ （受付時間：平日 10：00～17：00） 
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14.最後に 

① 介護給付費明細書の様式及びサービスコード・単位数・インタフェースの確認について 

・紙媒体で請求される場合は、改定に対応した様式をご利用ください。 

※平成 30 年４月以降、原則、紙媒体における請求は禁止されています。 ⇒ 免除届が必要 

 

 ・令和６年度報酬改定に対応したサービスコード・単位数については、令和６年度改正版をご利用ください。 

 

 ・伝送（インターネット）及び電子媒体（CD・FD）で請求される場合は、インタフェースが変更になっている部分がありますので、 

ご利用のソフト会社等ベンダーに確認いただき、報酬改定に対応したもので請求いただきますようお願いいたします。 

 

② 加算等算定要件の確認、届出の提出について 

 ・加算等の算定要件変更に伴い届出が必要なものについては、速やかに指定権者へ届出を行っていただきますようお願いいたします。 

 

・届出をされないまま変更後の加算等を請求された場合、算定誤りとして返戻となります。 

 

③ 報酬改定に係る関連告示等の確認について 

・本資料に掲載している事項は改正点のほんの一部です。この他にも加算の新設・改廃など、変更点は多岐にわたりますので、 

請求前には必ず算定要件等についてご確認ください。

※ 請求事務に関し疑義がある場合は、次ページの「請求事務疑義照会票」にてＦＡＸで本会宛てに送付ください。なお、回答に時間を要す場合がありま

すので予めご了承ください。 

  また、今後、新たな情報が入りましたら、本会より事業所向けに毎月 20 日発行の「信濃の介護保険」等でお知らせする予定です。 



 

【事業所情報記入欄】

【疑義照会内容記入欄】

国保連受付印

サービス種類名

照会内容

　※　疑義照会内容については、具体的にご記入ください。

処理経過（本会記入欄）

事業所名称 FAX

担当者氏名

事業所番号 TEL

令和６年度介護保険制度改正に係る請求事務疑義照会票

照会日： 令和　年　月　日

長野県国民健康保険団体連合会
介護保険課 審査支払係

FAX 026-238-1581
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